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湯にいくセンター指定管理者仕様書 

 
１．目  的 

この仕様書は、湯にいくセンター・温泉スタンド及び給湯施設・給湯装置の管理業務等を実施す

るための仕様を示すものである。指定管理者は、業務の遂行に当たり公の施設としての性格を十

分認識し、日常又は定期に必要な保守・点検業務を行い、快適な施設環境をつくるとともに、各種

機器類の性能を常に最良の状態に維持し、故障の予防に努めるものとする。 
 
２．業務名    湯にいくセンター管理業務 
 
３．業務場所   辰野町大字樋口 2273 番地、他 
 
４．施設概要 

名    称 湯にいくセンター 

設置の目的 荒神山スポーツ施設と温泉を利用して、健康増進と運動機能回復を図る。 

規模その他

施設の概要 

構  造 鉄骨造 平屋建 敷地面積 1,706.08 ㎡ 

建築面積 831.73 ㎡ 延床面積   742.23 ㎡ 

施  設 
浴室（男・女浴場、浴槽・源泉槽・水風呂各１）、サウナ室（男女各１）、

脱衣室、休憩室、機械室、事務室、トイレ（男女）他 

主な設備 
衛生器具設備、給水設備、排水設備、給湯設備、温泉濾過等設備、

暖房設備、換気設備、オイル設備、サウナ設備ほか 

附帯施設 駐車場（963 ㎡） 

竣工年月日 平成８年２月２９日 

事業の内容 
・ 温泉を利用した健康増進と運動機能回復 

・ 地域住民の世代を超えた交流と憩いの場の提供 

 

名    称 温泉スタンド 

設置の目的 天然温泉を家庭で利用し、健康増進を図る 

規模その他

施設の概要 

施  設 温泉スタンド 

主な設備 温泉スタンド ２基 

附帯施設 駐車場 

設置年月日 平成４年１月１６日 

事業の内容 温泉給湯設備の保守管理 

 

名    称 給湯施設・給湯装置 

設置の目的 天然温泉を揚湯し、利用施設への安定供給を図る 

規模その他

施設の概要 

施  設 給湯施設・給湯装置 

主な設備 

（給湯施設） 

源湯、温泉ポンプ、送湯管、配湯管、貯湯槽及びこれらの附属する

施設 

（給湯装置） 

配湯管から分岐して設けた給湯管及びこれに直結する流量調整

器、止湯栓等の給湯用具 

設置年月日 平成８年２月２９日 

事業の内容 給湯施設・給湯設備の保守管理 
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５．指定期間    

指定管理者が管理する期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までとする。 
 
６．管理における基本的な考え方 

（１） 公の施設であることを念頭において、公平な管理運営を行うこととし、特定の個人・団体等に

有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

（２） 事業計画書等に基づき、利用者が快適に施設を利用できるよう適正な管理運営を行うととも

に、管理運営経費の節減に努めること。 

（３） 利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。 

（４） 省エネルギーに努めるとともに、廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理を行うこと。 

（５） 辰野町と密接に連携を図りながら、管理運営を行うこと。 

 

 

Ⅰ． 管理業務に関する事項 
１．施設の利用時間及び休館日 

利用時間及び休館日は、次表のとおりとする。ただし、指定管理者は、町長の承認を得て、利用

時間及び休館日を変更することができる。 

 

施設の種類 利用時間 休館日 

湯にいくセン

ター 

○ 入浴 

   午前７時から午後９時 

○ サウナ 

   午前１０時から午後８時 

休館日は指定管理者が定めるもの

とする。 

※現在は第２・４・５火曜日を「一番

ぶろの日」として営業時間を短縮

し、年中無休で営業 

温泉スタンド 
○ 給湯時間 

午前１０時から午後８時まで 
 

 

２．利用料金 

  ○湯にいくセンター 

（１） 湯にいくセンター（以下「センター」という。）の利用に係る利用料金は、「利用料金制」を採 

し、指定管理者の収入とする。 
（２） 利用料金は、辰野町使用料条例（平成１２年辰野町条例第３９号）別表に定める使用料を利用料

金に読み替え、同表に定める額を超えない範囲内で町長の承認を受け、指定管理者が定め、セン

ターの利用者から徴収する。 

（別表） 

 

 

 

（入湯税を含む） 

     入湯税は、辰野町税条例（昭和３０年条例第４４号）に定める額を同条例の規定に従って指定

管理者が徴収し、町へ納入するものとする。 

（３） 指定管理者は、あらかじめ町長の承認を得て定めた基準に従い、温泉施設の利用に係る料

金を減免することができる。 

  ○温泉スタンド 

  （１） 温泉スタンドの利用に係る利用料金は、指定管理者の収入とする。 

   （２） 温泉スタンドの料金は、辰野町温泉条例（平成４年辰野町条例第１号）別表に定める金額で

あり、現金によって利用する。 

    （別表） 

区  分 料 金 

温泉スタンド 
１回 １００リットルにつき ５０円 

１００リットル増すごとに５０円加算する。 

 

時間／区分 大人 こども 備考 

午前７時～午後９時 ５００円 ３００円  
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３．業務の範囲 

指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１） 施設、設備及び器具（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること 

① 施設の施錠、開錠 

② 施設等の保守点検、修理及び清掃  

③ 施設等の警備（休日、夜間を含む） 

④ 各設備の運転操作  

（２） 施設等の利用の許可に関すること 

① 施設の利用受付 

② 利用料金の徴収、減額、免除 

③ 利用者の記録統計事務 

④ 利用者等の応接  

（３） 利用の促進に関すること 

① 広報活動の実施 

② イベント等の開催  

（４） 設置目的に適合する自主事業の企画及び実施に関すること 

（５） 施設の安全な運営に関すること 

① 防火管理 

② 館内における危険行為に対する注意 

③ 事故防止への指導 

④ 施設等の安全点検 

⑤ 緊急時における関係機関への通報 

⑥ 救護準備、防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保に関する措置  

⑦ 来館者の避難誘導 

（６） 施設等に係る経費（電気料金、水道料金、清掃費、電話料金、自動ドア保守点検委託料等）

の支払に関すること 

（７） 管理業務・経営状況に関する報告書の作成及び提出 

（８） その他センターの管理上必要とする業務 

 

４．管理区域 

指定管理者が管理を行う区域は以下の区域とする。 

（１） センター施設内及びその周囲、センター利用者の駐車場 

（２） 給湯施設 

（３） 給湯装置 

（４） 温泉スタンド 

 

５．関係法令等の遵守 

指定管理者は、業務の内容及び公共性を十分認識し、施設の運営及び維持管理を十分に達成

できるように、条例、規則、要綱、各関係法令、その他関係書類に基づき、安全かつ能率的に業務

を履行しなければならない。 

 

６．協定の締結 

指定管理者の業務の実施にあたって、町は、辰野町指定管理者制度に関する基本方針に定め

る事項等について指定管理者と協定を締結する。 

 

７．損害賠償 

町に施設設置者として瑕疵があって、指定管理者または第三者に損害を与えた場合は、町が損

害賠償責任を負うものとする。 

但し、その損害が指定管理者の責任に起因したものについては、町が指定管理者に求償できる

ものとする。 

 

 

 



-  - 4 

８．センター等（以下「本施設」という。）の利用許可及び不許可 

（１） 本施設の施設設備を利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければならない。 
（２） 指定管理者は、その利用が次の各号のいずれかに該当する場合を除き、前項の許可をしなけ

ればならない。 
① 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

② 本施設の施設設備をき損し、若しくは汚損し、又はそのおそれがあると認められるとき。 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲
げる暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益に

なると認められるとき。 
④ 前３号に掲げる場合のほか、本施設の管理上支障があると認められる者。 

 

９．利用の制限 

指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、本施設からの退去を命ずることがで

きる。 

① 本施設の施設設備をき損し、若しくは汚損し、又はそのおそれのある行為をする者 

② 所定の場所以外の場所において喫煙し、又は飲食する者 

③ 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれのある行為をする者 

④ 前３号に掲げる者のほか、本施設の管理上支障があると認められる者 

 

１０．自主事業 

施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲において、管理者の責任と費

用により、自主事業を実施することができる。 

指定管理者は、別途使用貸借契約を締結した場合、町が所有するマイクロバス（定員２５人、

初年度登録平成８年７月）を自主事業に使用することができる。この場合の維持管理経費は指

定管理者が負担するものとし、町は車両の更新の責を負わないものとする。 

 

１１．運営経費について 

（１）管理運営に係る経費に関すること 

① 指定管理者は、管理業務に必要な経費を、町が支払う指定管理料、利用料金及び自主事業

の収入によって賄うものとする。  

② 指定管理料の額及び支払いの方法は、指定管理者が提出する事業計画書及び収支計画書

に基づき、年度ごとの予算の範囲内で町と指定管理者が協議し、双方で締結する協定において

定めるものとする。  

③ 経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理するものとする。 

④ 各年度で、管理経費の収支状況における収入額が運営費用を上回った場合のその収支差額

の還元方法について、提案があれば応募時に提案してください。 

⑤ 天災その他特別の事由が生じたときは、指定管理者又は町は指定管理料の変更を申し出る

ことができるものとし、変更の額等については双方協議して定めるものとする。 

 

（２） 指定管理料 

① 収支予算の積算により、指定管理料の金額も含めた提案を求めます。 

なお、実際の運営において収入額が運営費用に達しない場合にあっても、原則として町はそ

の差額を補填しません。 

② 指定管理料を計上する場合の支払い方法は、会計年度を基準に四半期ごとに支払うことを

基本とし、町と指定管理者が協議のうえ、年度協定において定めるものとします。 

③ 募集要項「１３.休館予定」に定める休館期間中に必要な保守点検費用等を収支計画書に計

上し、指定管理料を算出してください。また、休館期間に変更が生じた場合には指定管理料を町

と指定管理者が協議のうえ変更することとします。 

 

（３） 指定期間を超える契約は締結できないものとする。また、指定期間内であっても、指定管理 

者の責めに帰すべき事由による指定の取り消しおよび業務停止の場合、その損害については

すべて指定管理者が賠償するものとする。  
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（４） 指定期間内の単年度毎に、施設の管理運営に係る経費の収支状況を作成し、提出すること。

提出書類は以下のとおりとする。 

① 利用料金の収入実績  

② 管理経費の収支状況 

③ その他、経費の収支に関する町が必要とする帳簿及び帳票類  

 

１２．業務従事者と資格要件 

（１） 指定管理者は、本施設の管理業務に従事させる職員（以下「職員」という。）を確保するほか、

管理業務の処理に必要な体制（緊急時を含む。）を整備しなければならない。 

（２） 指定管理者は、協定締結後ただちに統括責任者１名を選任し、必要書類とともに町に届け出

なければならない。 

（３） 指定管理者は、職員の名簿に資格(防火管理者等)・経歴等を記載し、町に提出しなければな

らない。職員に異動があった場合も、同様とする。 

（４） 指定管理者は、職員に対して、管理業務の遂行に必要な研修を実施すること。  

（５） 利用時間内の従事者数は施設での事故及び火災発生時緊急時に対応できる人数とすること。 

（６） 指定管理者は、管理業務の処理に関して事故（人身事故、施設等の破損事故等）が生じたと

きは、必要な応急措置を講じるとともに、直ちに町に報告し、その対処方法について、町と協議

しなければならない。  

（７） 指定管理者及びその職員は、管理業務の処理において知り得た秘密を第三者に漏らしては

ならない。指定期間が終了した後も、また職員が退職した後も同様とする。 

  

１３．統括責任者の職務 

統括責任者の職務は次のとおりとする。  

（１） 施設の効率的、効果的な管理運営を安定して行うこと。 

（２） 町と指定管理者間の調整に関すること。 

（３） 現場における従業員の指揮監督に関すること。 

（４） 適切な管理・運営に資するための従業員の技術・マナーの向上に関すること。 

（５） 事故・労働災害の防止に関すること。 

（６） 各種報告書の提出。 

（７） その他指示事項に対する処置及び報告等。 

 

１４．管理業務・経営状況に関する報告 

（１） 指定管理者は、管理業務に関して、別に会計を設け、経理を明確にしなければならない。 

（２） 指定管理者は、辰野町公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年辰

野町条例第２５号。以下「指定手続条例」という。）第１２条の規定に基づき、毎年度、管理業務

報告書を作成し、町長に提出しなければならない。  

（３） 指定管理者は、経営状況を明らかにする書類を作成・具備し、指定手続条例第１１条の規定

に基づく町の求めに応じ、これを提示しなければならない。  

（４） 上記のほか、次の統計を作成し、提出すること。提出期限、様式は、町と指定管理者で協議

のうえ決定する。 

① 利用者数に関する統計（日別・月別）     

② 利用料金（割引・減免）に関する統計（日別・月別）  

 

１５．防火管理 

次に掲げる点検を点検資格者に依頼し、その結果を維持台帳に記録、保管するとともに、上伊那

広域消防本部辰野消防署長に報告すること。 

（１） 消防用設備機器点検    （６ヶ月に１回以上） 

（２） 非常用警報設備総合点検 （１年に１回以上） 

 

１６．業務の再委託等の禁止 

指定管理者が行う管理業務の全部又は主要な部分の処理を第三者に請け負わせ、または委託

してはならない。ただし、設備点検、清掃、警備等一部の業務について町の承認を受けたときは、こ

の限りでない。 
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１７．個人情報の保護 

指定管理者は、個人情報の適正管理に関して辰野町個人情報の保護に関する法律施行条例

（令和４年辰野町条例第２１号）に定める個人情報の保護の重要性を認識するとともに、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。  

また、温泉施設の管理に関し知り得た情報を漏らし、又は管理以外の目的に使用してはならない。 

 

１８．情報公開への対応  

指定管理者は、辰野町情報公開条例（平成１１年辰野町条例第２８号）の趣旨にのっとり、管理

業務に関して保有する情報の公開を行うために必要な処置を講ずるように努めなければならない。  

 

１９．提出書類 

指定管理者は、協定締結後次の書類を提出しなければならない。  

（１）  統括責任者選任届  

（２）   業務従事者名簿（経歴・資格等を含む。） 

（３）   職務分担表（配置計画・シフト表）  

（４）   緊急時の体制マニュアル（緊急連絡体制表及び非常時出動体制表）  

（５）  その他町が指示する書類 
 
２０．備品等について 

（１） 別表２に示す備品等は、町が無償で貸与する。また、緊急に備え在庫している備品について

も使用できるが、使用分については補充しておくこと。  

（２） ５０万円以上の町の備品の買換え及び修繕は、町の費用負担とし、町への帰属とする。 

（３） ２０万円未満の町の備品の買換え及び修繕は、指定管理者の費用負担とし、指定管理者へ

帰属する。 

（４） ２０万円以上５０万円未満の備品の買換え及び修繕は、協議のうえ費用負担する者と帰属先を

決定する。 

 

（５） 前２項によらず、指定管理者が新たに備品を備え付けようとする場合（指定管理者が費用負

担し、指定管理者へ帰属するもの）及びその備品を撤去する場合は、あらかじめ町と協議しな

ければならない。 
 
２１．事務室等の利用等 

業務に必要な施設（事務室、便所等）は、指定期間中、指定管理者が無償で使用できる。 

但し、使用にあたっては、節水、節電に努めるものとし、使用により損傷を与えた場合は、指定管

理者の責任で弁償しなければならない。 
 
２２．協議 

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理につい

て疑義が生じた場合は町と協議して決定することとする。 

 

２３．指定期間終了後の引継業務 

指定管理者は、指定期間終了後若しくは指定の取消等により、次期指定管理者へ業務を引き継

ぐ際は、円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、引継ぎを行うとともに、必要なデータ等

を遅滞なく提供するものとする。 

 
 
２４．その他 

（１） 指定管理者は、管理業務を開始する日までに、前指定管理者から事務引継を受けること。 

（２） 指定管理者は、管理業務の遂行に当たり、関係団体との連携・協力に努めること。 

（３） 事業所税等の課税対象となる場合は、指定管理者において対応すること。 

（４） 現在の施設全体が、老朽化の進展又は事故等により施設として使用できない状況に至り、 

町が事業継続を困難と判断した場合、町は指定管理者に損失補償をすることなく協定を取り

消すことができる。 
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Ⅱ．保守管理業務に関する事項 
指定管理者が行う特記すべき最低限の保守管理業務は次のとおりです。 

１．清掃 

（１） 常時清掃 

以下の清掃業務について、毎日１回以上行うこと。 

① 脱衣室・ロッカー・洗面台、サウナ室、休憩室、浴槽タイル面、サウナマット、脱衣室マット、ト

イレ、建物周り及び下足箱の清掃 

② 浴室洗い場の湯流し、桶・腰掛けの汚れ取り、排水口のごみ取り、鏡の曇り取り 

（２） 定期清掃 

①以下の清掃業務について、毎週１回以上行うこと。 

浴槽の湯水抜き取り清掃 

②下の清掃業務について、毎月２回以上行うこと。 

ガラス、源泉浴槽内水垢除去 

 

２．衛生 

（１） 別表１「湯にいくセンター設備機器一覧（以下「設備機器一覧」という。）」に従って、「公衆浴場

における水質基準等に関する指針」（平成１５年２月１４日 厚生労働省通知）に適合するよう水

質を管理し、基準に適合しない場合には、直ちに適切な措置を講じるとともに、その旨を町長に

届け出ること。 

（２） 原湯を貯留する槽は、１年に３回以上、清掃及び消毒を行うとともに、適切な方法で生物膜

（微生物の増殖等により形成される膜）を除去すること。 

    また、貯湯槽の清掃に合わせガスセパレーターの清掃をすること。 

（３） その他 「公衆浴場における衛生等管理要領」（平成１５年２月１４日 厚生労働省通知を参

照）の規定を遵守すること。 

 

３．消防設備 

消防法の規定に従い、点検をすること。 

保有設備 ： 自動火災報知設備（作動式スポット、定温式スポット、光電式スポット他受発信装置

等）、誘導灯及び誘導標識、消火器、漏電火災警報設備 

 

４．電気設備 

電気事業法に基づく保安規定に従って電気設備の点検をすること。 

保有設備 ： 構内配電線路設備、幹線設備、動力設備、電灯設備、構内通信線路設備、電話設

備拡声設備、テレビ共同受信設備、火災報知設備、非常警報設備、外灯設備、受変電

設備 

 

５．警備 

（１） 火災に対する適切な対応を図ること。 

① 火災を発見した時の通報及び消火活動その他の処置 

② 消防署・町及びスポーツ公園指定管理者への通報及び連絡 

（２） 防犯に対する適切な対応を図ること。 

① 侵入者等の潜伏・徘徊を発見した時の処置 

② 警察署・町及びスポーツ公園指定管理者への通報及び連絡 

（３） 休館日及び閉館時間においても適切な対応を図ること。 

 

６．第三者への賠償及び火災保険 

（１） 町に施設設置者として瑕疵があって指定管理者または第三者に損害を与えた場合は、町が

損害賠償責任を負うものとする。 

但し、その損害が指定管理者の責任に起因したものについては、町が指定管理者に求償でき

るものとする。 

 （２） 業務に実施にあたり、指定管理者は町が付保する火災保険の費用を負担すること。 
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７．施設設備及び物品 

（１） 業務の内容 

設備機器一覧に記載する設備について、保守点検を実施すること。 

なお、施設の運営に支障をきたさないよう、各種備品の管理を行い、破損又は不具合等が生

じたものは随時更新すること。  

（２） 物品の管理等 

 指定管理者が利用料金等で購入した物品は整理し、第１章「２０．備品等について」に定めるほ

か、購入及び廃棄等の異動について町へ報告すること。 

 なお、主な備品については別表２「湯にいくセンター備品一覧」のとおりであること。 

 

８．給湯施設及び給湯装置 

別表３「給湯施設及び給湯装置一覧」に記載する設備について、次のとおり保守点検を実施す

ること。 

 

９．温泉スタンドに関する特記事項 

    別表４「温泉スタンド設備一覧」に記載する設備について、保守点検を実施すること。 

 

１０．施設等の補修・修繕 

施設、設備及び備品は、正常に維持し、適正な利用に供することができるよう日常的な保守点

検を行い、必要に応じて施設の補修・修繕や部品交換を行うこと。  

補修・修繕に係る費用のうち年間累計額を２００万円を上限として設定し、指定管理料に含めて

提案してください。経年劣化による施設・設備・外構の維持補修の費用の負担については、別途

町と協議するものとする。 

指定管理者の行う業務は、原則として以下のとおりとする。 

① 指定管理者の発意により行う施設・設備・外構の改良、維持補修  

② 施設・設備・外構の保守点検（法定点検及び日常のメンテナンス） 

③ 事故・火災による施設・設備・外構の維持補修（第三者または町に起因するものは除く） 

④ （経年劣化による）町の備品の修理・修繕（責任分担表による） 

⑤ 町が行う施設・設備・外構の維持補修について協力をすること 

 

１１．関係書類の整備 

保守管理に当たっては、業務日誌、作業記録などの業務関係書類を作成し保管するものとする。 

 

１２．事故・故障等異常時の措置 

施設内において、事故又は故障が発生したときは、町に報告し、指示を受け必要な措置を講ず

るものとする。 

ただし、緊急を要する場合又は軽微な事故・故障の場合は、指定管理者において必要な措置を

講ずるとともに、町に速やかに報告するものとする。 
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Ⅲ．町と指定管理者の責任の分担 
町と指定管理者との責任分担は、原則として次表に定めるとおりとする。ただし、同表に定めの

ない事項及び疑義を生じた事項については、町と指定管理者が協議して定めるものとする。 
 

項 

目 
事 項 内 容 

負 担 者 

指定管

理  者 
辰野町 

共 

通 

事 

項 

法令・制度の改正  事業運営に影響のある法令・制度の改正  ○ 

税制の改正 

消費税の税率の変更  ○ 

法人税その他事業に影響を及ぼす税率の変更 ○  

物価・金利の変動 
物価・金利の変動 

※著しい変動があった場合は双方協議し決定。 
○  

資金の調達 必要な資金の確保 ○  

周辺地域、住民、使用

者への対応 

事業運営に係る使用者、地域住民等からの苦情対応

及び地域との協調  
○  

施設の設置及び指定管理者制度の適用に関する苦

情対応  
 ○ 

安全性の確保 
施設の運営・維持管理に係る安全性の確保及び周辺

環境の保全（応急措置を含む。）  
○  

第三者への賠償 

施設運営・維持補修において第三者に損害を与えた

場合  
○  

施設自体の瑕疵により第三者に損害を与えた場合   ○ 

申請 申請の費用 申請に係る費用の負担 ○  

準 

備 
引継の費用  

施設運営の引継費用 ○  

施設の引渡しに係る原状回復費用 ○  

管 

理 

運 

営 

事業の遅延・中止 

町の責任による遅延・中止  ○ 

法令その他の制度の変更等により町の建物所有が困

難になったことによる中止 
 ○ 

指定管理者の責任による遅延・中止 ○  

指定管理者の事業の放棄・破綻 ○  

減免制度 減免制度の対象者の拡大  ○ 

天災等による事業中止 大規模な災害等※１による事業中止  ○ ○ 

市場の変化 
利用者の減少、競合施設の増加等による収入源、経

営不振 
○  

自主事業 

自主事業の実施に伴う損害の賠償 ○  

自主事業の実施に伴う苦情対応 ○  

維 

持 

管 

理 

維持補修 

指定管理者の発意により行う施設・設備・外構の改

良、維持補修 
○  

町の発意により行う施設・設備・外構の改良、維持補

修  
 ○ 

施設・設備・外構の保守点検（法定点検及び日常のメ

ンテナンス）  
○  

経年劣化による施設・設備・外構の維持補修   ○ 

事故・火災による施設・設備・外構の維持補修 

（第三者または町に起因するものは除く）  
○  
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天災その他不可抗力による施設躯体、設備の損壊復

旧  
 ○ 

法令の改正により必要となった施設躯体・設備の維持

補修 
 ○ 

修理修繕 

（軽微な修繕を含む） 

※２ 

（経年劣化による）町の備品の修理・修繕 

（１件２０万円未満） 
○  

（経年劣化による）町の備品の修理・修繕 

(１件２０万以上５０万円未満) 
協議 

（経年劣化による）町の備品の修理・修繕 

（１件５０万円以上）  
 ○ 

 

※１：大規模な災害や新型コロナウィルス感染症など新たに発生した感染症による管理運営の中断

や対策等に関するもの。 

※２：破損や故障など速やかに対応し、機能回復を図る工事、また施設等の維持管理のための設備

等の点検や消耗品の交換など。 

なお、指定管理者の責めに帰すべき事由による修繕は指定管理者の負担で行うものとする。 


